
参考資料

【 会計単位名：第一種指定設備管理部門  】

（単位：千円） （単位：千円）

①2024年度 ②損益への影響額
影響額考慮後

（①＋②）

　営業収益 507,917,878 - 507,917,878

　受取網使用料 84,518,207 - 84,518,207

　振替網使用料 420,730,615 - 420,730,615

　接続装置使用料等 2,669,056 - 2,669,056

　営業費用 480,863,675 3,115,933 483,979,607

　営業利益 27,054,203 △3,115,933 23,938,271

【 会計単位名：第一種指定設備利用部門  】 特別損失の影響

（単位：千円） （単位：千円）

①2024年度 ②損益への影響額
影響額考慮後

（①＋②）

　営業収益 1,006,358,743 　ユーザサービス収入 - 1,006,358,743

　営業費用 980,076,807 1,800 980,078,608

　営業費用 559,346,192 1,800 559,347,992

　振替網使用料 420,730,615 - 420,730,615 

　営業利益 26,281,935 △1,800 26,280,135 

能登半島地震に伴う災害特別損失を考慮した損益状況

区       分

区       分

　管理部門へのｱｸｾｽﾁｬｰｼﾞ費用(社内取引)
　※うち一般第一種指定設備に係るもの　87,691,274千円

特別損失の影響

備　　   　考

　他事業者からのｱｸｾｽﾁｬｰｼﾞ収入
　※うち一般第一種指定設備に係るもの　7,334,558千円

　利用部門からのｱｸｾｽﾁｬｰｼﾞ収入(社内取引)
　※うち一般第一種指定設備に係るもの　87,691,274千円

　他事業者からの接続装置使用料等収入
　※うち一般第一種指定設備に係るもの　906,921千円

備　　   　考

（注１）千円未満の端数を四捨五入で表示しております。

（注２）「一般第一種指定設備」とは、第一種指定電気通信設備接続料規則 （平成十二年郵政省令第六十四号。以下「接続料規則」という。）

第四条の表二の項（端末系ルータ交換機能及び一般収容ルータ優先パケット識別機能に限る。）、五の項、六の二の項、六の三の項及び

九の項から九の五の項までの機能に係る設備、接続料規則第二条第二項第一号の三に規定する第一種指定ワイヤレス固定電話用設備

（固定端末系伝送路設備であるものを除く。）並びに接続料規則第四条に規定する対象設備等以外の一般第一種指定ルータ

（接続料規則第二条第二項第六号に規定する一般第一種指定ルータをいう。）及びその附属設備をいう。

（注３）特別損失の影響として、2024年度決算において計上した能登半島地震に伴う災害特別損失3,120,813千円のうち、

電気通信事業相当3,117,733千円を営業費用に含めた場合の損益への影響を表示しております。



参考資料

特別損失の影響

（単位：千円） （単位：千円）

①2024年度 ②費用への影響額
影響額考慮後

①＋②

480,863,675 3,115,933 483,979,607

99,138,302 23,497 99,161,799

381,725,373 3,092,436 384,817,809

端末系伝送路（電気信号の伝送に係るもの） 125,887,104 1,583,557 127,470,661

3,587,230 ▲ 6,957 3,580,273

108,687,126 1,374,077 110,061,203

2,541,708 ▲ 896 2,540,812

4,534,796 ▲ 2 4,534,795

49,303,315 16,798 49,320,113

22,403,174 ▲ 345 22,402,830

4,406,340 4,210 4,410,550

9,049,944 7,482 9,057,426

3,147,959 1,332 3,149,291

666,315 ▲ 238 666,077

16,238 ▲ 4 16,233

1,006,375 737 1,007,111

1,396,409 ▲ 5 1,396,404

22,217,010 ▲ 2,837 22,214,173

447,396 ▲ 24 447,372

1,078,825 ▲ 253 1,078,571

17,212,547 113,990 17,326,537

1,061,948 2,726 1,064,674

167,039 92 167,131

427,076 0 427,076

6,074,833 303 6,075,136

22 0 22

23,003,226 ▲ 17,646 22,985,580

980,076,807 1,800 980,078,608

73,344,020 6,053 73,350,073

239,649,546 0 239,649,546

667,083,242 ▲ 4,253 667,078,988

1,460,940,482 3,117,733 1,464,058,215

（注１）千円未満の端数を四捨五入で表示しております。

（注２）

（注３）

「一般第一種指定設備」とは、第一種指定電気通信設備接続料規則 （平成十二年郵政省令第六十四号。以下「接続料規則」とい
う。）第四条の表二の項（端末系ルータ交換機能及び一般収容ルータ優先パケット識別機能に限る。）、五の項、六の二の項、六の
三の項及び九の項から九の五の項までの機能に係る設備、接続料規則第二条第二項第一号の三に規定する第一種指定ワイヤレ
ス固定電話用設備（固定端末系伝送路設備であるものを除く。）並びに接続料規則第四条に規定する対象設備等以外の一般第一
種指定ルータ（接続料規則第二条第二項第六号に規定する一般第一種指定ルータをいう。）及びその附属設備をいう。

特別損失の影響として、2024年度決算において計上した能登半島地震に伴う災害特別損失3,120,813千円のうち、電気通信事業相
当3,117,733千円を営業費用に含めた場合の損益への影響を表示しております。

　合             　計

第一種指定設備管理部門計

第一種指定設備利用部門計

指定外電気通信設備

付加機能使用料、雑収入等控除項目

サービス活動

貸倒損失

うち光信号中継伝送機能に係るもの

折返し通信路設定に係るもの

ユニバーサルサービス制度に係る負担金

網改造料

うち光信号電気信号変換機能に係るもの

専用線ノード装置

専用加入者線装置モジュール～専用線ノード装置伝送路

専用線ノード装置～専用線ノード装置伝送路又は相互接続点伝送路

専用加入者線装置モジュール

うちルータ及び伝送路により通信の交換及び伝送を行う機能に係るもの

中継系交換設備 （主として音声伝送役務の提供に用いられるもの）

中継系交換設備 （主としてデータ伝送役務の提供に用いられるもの）

信号網設備

番号案内データベース及び番号案内設備

能登半島地震に伴う災害特別損失を考慮した損益状況

区       分

端末系交換設備～端末系又は中継系交換設備伝送路（主として音声伝送役務の提供
に用いられるもの）

端末系交換設備～端末系又は中継系交換設備伝送路（主としてデータ伝送役務の提
供に用いられるもの）

一般第一種指定設備

特別第一種指定設備

主配線盤 （電気信号の伝送に係るもの）

端末系交換設備 （主として音声伝送役務の提供に用いられるもの）

端末系交換設備（主としてデータ伝送役務の提供に用いられるもの）

端末系伝送路 （光信号の伝送に係るもの）

主配線盤 （光信号の伝送に係るもの）

公衆電話設備


